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令和４年度農地中間管理事業に係る評価意見について  

 

 

 農地中間管理事業の推進に関する法律第６条第２項の規定に基づき、評

価委員会として下記のとおり意見を述べます。  

 

記 

 

１ 評価の期間  令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

 

２ 評価委員名  磯田 宏、花田 一美、植野 京三 

 

３ 評価意見書  別紙のとおり 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和４年度農地中間管理事業に係る評価意見書 

 

１ 実施状況等について 

 

(１)貸付実績 

貸付は増加傾向にあり、令和４年度については全契約面積が、昨年度から

193ha 増加し 1,546ha となった。 

新規貸付面積については、昨年度から 218ha 増加し 794ha となった。 

主な増加要因としては、「農地利用集積円滑化事業からの移行」「基盤整備

に伴う集積」等があげられる。 

令和４年度末の借受面積累計（ストック）は、昨年度末から 715ha 増加し

7,211ha となった。 

 

(２)事業推進に向けた取組み 

   県域推進会議は、「令和４年度農地中間管理事業推進方針」を市町村など地

域段階で共有し集中的に実施するため、重点実施区域を県下 69 区域設定し

た。 

   一部の重点実施区域では、農地中間管理機構関連農地基盤整備事業などを

活用し、担い手への農地の集積・集約に向けた取組みが始まっている。 

 

   また、令和３年 11 月に機構内に設置した「農地利用調整戦略室」は、朝倉

市（烏集院地区・久喜宮地区）で、地域農業振興に向けた「園芸団地づくり」

を目指し、農地利用調整等に係る地元説明会を重ねている。 

   その結果、烏集院地区では、水田・園芸ゾ－ンに区分し、効率的な営農が

展開できる基盤整備の計画に至っている。 

 

   法人組織の育成に併せた農地の集積・集約化も進めており、中山間地域に

ある朝倉市（黒川地区・杷木松末地区）など担い手確保が困難な地域では、

一つの手段として一般社団法人による集落営農組織を検討している。 

 

 (３)評価 

   新規貸付は増加傾向にあるが、年間の新規貸付目標（1,100ha/年）を達成 

できていない。 

 このため、今後も続くと見込まれる農地利用集積円滑化事業からの移行状

況や、基盤整備事業等の取組みに伴う農地中間管理事業の純粋な新規貸付状

況の把握・検討を行うとともに、関係機関との連携を踏まえ取組みを重点化

し、一層の事業推進を図る必要がある。 

 

 



   機構は、農地中間管理事業の重点実施区域の設定に伴う事業推進の強化や、 

農地利用の調整とともに効率的な営農が展開できるよう基盤整備を組合わ

せたモデル地区づくり、さらには法人組織育成に併せた事業推進に、県・市

町村の行政をはじめ普及指導センタ－、JA グル－プ、土地改良区などの諸組

織と連携しつつ取組んでいることは評価できる。 

   今後、重点実施区域の取組みを推進するとともに、取組みが容易に進展し

ない地域との比較を含む先行事例の分析と紹介を行うなどの取組みを通し、

一層の事業拡大に当たられたい。 

 

 

２ 推進体制について 

 

 (１)実施状況 

   農地中間管理事業の推進を行うため、県・機構などの関係機関で構成する

県域・地域の「推進会議」を開催した。 

   令和４年度については、人・農地関連施策の見直しを含む農業経営基盤強

化促進法等の一部改正（以下「法改正」）や、農地中間管理事業の重点実施区

域設定についての情報共有等を行った。 

 

   また、膨大な農地・農業者等の情報を取り扱う農地中間管理事業の業務を

円滑に進めるため、市町村や団体等と業務委託契約や業務実施の承諾を交わ

し、協力体制を整えた。 

 

 (２)評価 

   県域・地域の「推進会議」を通じ、農地中間管理事業の重点実施区域等に

係る情報交換を通じ各市町村の取組みに生かすとともに、法改正に伴う課題

を関係機関と共有できた点は評価できる。 

 

   法改正に基づく農地中間管理事業を安定的に進めていくためにも、市町村・

農業委員会等との役割分担を明確にし、しっかりとした業務執行体制を構築

していく必要がある。 

 

 

３ 法改正に伴う対応について 

 

 (１)地域計画 

      機構は県と連携し、県下６ヶ所で開催する地域推進会議や関係団体主催の

会議等の場を活用し、法改正に伴う「地域計画」策定と農地中間管理事業貸

借制度の変更等を説明した。 

 

   また、県が選定した先行実践区域（先行して「地域計画」策定に取組む区



域）を対象に、機構は農地利用調整システム（ F-Cloud）を活用し、市町村と

ともに計画策定上の課題抽出、関係機関の連携方策や作成手順の確認を進め

ている。 

 

 

 

(２)農地中間管理事業への貸借の一本化 

   農業経営基盤強化法に基づき市町村が担ってきた利用権設定等促進事業

（相対による農地貸借）は、令和７年３月末に廃止され、「地域計画(目標地

図含む )」に基づき農地中間管理機構を経由した貸借に一本化されることと

なった。 

   県（水田農業振興課）によると、農業経営基盤強化法に基づく農地貸借が

農地中間管理事業に一本化された場合、面積ベ－スで８倍超と試算された。 

 

   機構は、この状況を重く受けとめ、令和７年度以降の業務執行体制のあり

方を検討・整理するため、主だった市町村を対象に貸借に係る業務量調査や

意見交換を行い、農地貸借の一本化に伴う業務量増加などの課題を把握・整

理に着手した。 

 

 (３)評価 

   法改正に伴い、市町村は令和７年３月末までに「地域計画」を策定するこ

ととされたが、機構は県と連携し先行実践区域のある市町村を中心に策定支

援を行うなど、機動的な動きをされていることは評価する。 

 

   また、法改正に伴う農地貸借の一本化について、機構として課題の把握・

整理を行っているところであるが、業務量の著しい増加に対応できるよう、

体制の抜本的な強化に取り組むことが急務である。 

 

   このため、機構は、県とともに農地中間管理事業の事務手続きの省力化・

電子化対策を早急に検討されたい。 

併せて、国・県に対し人員体制の強化に必要な予算措置等を強く要望され

たい。 


